
歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 長崎県 小値賀町

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
○人件費
　 類似団体と比較すると、人件費に係る経常収支比率は２６．９％と若干高くなっている。これは、ごみ・し尿処理施設や幼稚園・保育所
　 等の施設を直営で運営しているため、職員数が多くなっていることが要因である。しかし、人件費自体は年々着実に減少しており、 今
   後も職員手当等の削減及び民間でも実施可能な部分については、委託化等も検討していき更なる抑制に努めていく。
○物件費
　 類似団体と比較すると、物件費に係る経常収支比率は１１．２％と若干低くなっている。これは、コスト意識もって経費節減を図った成果
　 と考えられる。しかし、ごみ・し尿処理施設や幼稚園・保育所等の施設を直営で運営しているため、年々その施設の維持管理の経費が
　 増えることが予想される。今後は民間への委託化等を検討しつつ、経常的経費の更なる削減に努める。
○扶助費
　 扶助費に係る経常収支比率が類似団体平均を下回っている要因としては、健康診断等の予防事業を推進し、力を入れていることで、
　 病気の早期発見、早期治療により、医療費等の給付費が小さいことが考えられる。今後とも継続していき抑制に努めていく。
○補助費等
　 補助費等に係る経常収支比率は４．６％と類似団体平均を大きく下回っているが、第三セクターへの運営費補助金が多額になってきて
　 いる。経営における経費の削減、営業努力等、独立採算を目指した経営努力を指導していく必要がある。
○公債費
　 平成元年度～平成15年度にかけて実施した県営畑総事業や総合運動公園整備事業等の大型整備事業により、地方債の元利償還金
　 が歳出を占める割合が大きく、公債費に係る経常収支比率は類似団体平均を５．９％上回っている。また、下水道事業などの公営企業
　 債の元利償還金に対する繰出金などの準元利償還金を含めたベースでは、人口１人当たり決算額が類似団体平均を３６．８％大きく上
　 回り、公債費が財政を圧迫している要因である。今後は平成19年度をピークに、年々償還額が減少していく見込であるが、新規地方債
　 の発行の抑制等でさらなる財政の健全化に努める。
○その他
　 その他に係る経常収支比率が類似団体平均を上回っているのは、公営企業会計への繰出金が減少している一方、国民健康保険事
    業会計、老人保健医療事業会計、介護保険事業会計の繰出金が増加したのが主な要因である。今後とも検診等による予防事業によ
　 る医療費の抑制と、公営企業会計における独立採算の原則に立った健全化を図ることにより、普通会計の負担額を減らすよう努める。
○普通建設事業費
　 普通建設事業費の人口１人当たり決算額は類似団体平均を下回っている。主な事業は観光事業・水産事業及び住宅事業であり、観
   光施設整備、第一次産業の振興、住民の生活環境整備である。起債制限比率や実質公債比率は下降傾向ではあるが、依然として町
   の財政状況は厳しい状況であり、事業の優先順位を精査し、抑制しながら計画的な建設事業を行っていく必要がある。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 560,388 180,945 176,944 2.3
賃金（物件費） 11,698 3,777 12,023 ▲ 68.6
一部事務組合負担金（補助費等） 4,180 1,350 27,393 ▲ 95.1
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,238 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 34,520 11,146 7,805 42.8
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 17,023 5,497 4,398 25.0
▲退職金 ▲ 55,471 ▲ 17,911 ▲ 18,283 ▲ 2.0
合計 572,338 184,804 212,519 ▲ 13.0

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 20.34 19.82 0.52
ラスパイレス指数 90.3 92.5 ▲ 2.2
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。） 635,978 205,353 173,360 18.5

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等 - - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 128,636 41,536 30,472 36.3
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額 - - 9,021 -

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額 62,417 20,154 5,681 254.8

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く） - - 127 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 ▲ 497,957 ▲ 160,787 ▲ 141,001 14.0

合計 329,074 106,256 77,660 36.8
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

980,602 276,616 16.2 218,559 ▲ 15.6 31.8

うち単独分 179,511 50,638 ▲ 3.3 106,642 ▲ 12.1 8.8

427,916 123,675 ▲ 55.3 176,460 ▲ 19.3 ▲ 36.0

うち単独分 145,362 42,012 ▲ 17.0 93,267 ▲ 12.5 ▲ 4.5

329,846 98,668 ▲ 20.2 172,020 ▲ 2.5 ▲ 17.7

うち単独分 100,990 30,209 ▲ 28.1 77,280 ▲ 17.1 ▲ 11.0

426,306 132,723 34.5 155,309 ▲ 9.7 44.2

うち単独分 90,328 28,122 ▲ 6.9 69,293 ▲ 10.3 3.4

423,276 136,673 3.0 161,387 3.9 ▲ 0.9

うち単独分 59,377 19,172 ▲ 31.8 66,794 ▲ 3.6 ▲ 28.2

過去５年間平均 517,589 153,671 ▲ 4.4 176,747 ▲ 8.6 4.2

うち単独分 115,114 34,031 ▲ 17.4 82,655 ▲ 11.1 ▲ 6.3
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